
事業番号 0496

　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(文部科学省)

予算事業名 コンテンツの保護の推進
事業開始

年度
平成１５年度 作成責任者

担当部局庁 文化庁 担当課室 国際課
国際課長

大路　正浩

会計区分 一般会計 上位政策 文化芸術振興のための基盤の充実

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
知的財産基本法 第17条

関係する計
画、通知等

知的財産推進計画２００９

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

我が国コンテンツの人気が高まるにつれ、その海賊版による被害（オンライン、オフライン両方）が深刻化しており、著作
権の保護及び国際文化交流の推進の観点から、放置できない問題。そのため、海外での著作権侵害に対する権利行使
の実効性を高めるための環境整備を行うため、関連施策を実施する。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

・権利の執行推進の支援：海外における具体的な権利行使手続きに関する調査を実施し、ハンドブックを作成。日本企業等を対象
とした権利執行セミナーの開催。
・トレーニングセミナーの実施：侵害発生国・地域の取締機関職員を対象に、日本コンテンツに対する知識を深めるためのトレーニ
ングセミナーの開催。
・二国間協議：我が国コンテンツの海賊版被害が大きい国・地域の著作権担当部局との二国間協議の実施。
・日米欧連携した海賊版対策の強化：欧米及びアジアの著作権担当部局職員を招へいし、海賊版対策について検討する国際会議
の開催。

実施状況

・フランス、イギリス、スペイン、ドイツを対象とした「インターネット上の著作権侵害対策ハンドブック」作成（平成２２年３月）。中国に
おける著作権侵害対策をテーマにした権利執行セミナーを東京（平成２１年１０月）、北京、上海（平成２１年１１月）で実施。
・トレーニングセミナーを貴陽、厦門（平成２１年８月）、台湾、香港（平成２１年９月）、ソウル（平成２１年１０月）、上海、青島（平成２
１年１１月）で実施。
・日韓著作権協議（平成２１年１１月）、日台貿易経済会議（平成２１年１１月）、日中著作権協議（平成２１年１０月、平成２２年３
月）、文化庁と中国国家版権局との間で著作権分野に関する協力・交流関係構築のための覚え書き締結（平成２２年３月）。
・中国、韓国、オーストラリア、米国、フランスの著作権担当部局職員等を招へいし、アジア著作権会議開催（平成２２年２月）。

予算の状況
（単位:百万円）

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度要求

予算額(補正後） 70 44 41 42 35

執行額 54 38 35

執行率 77.1% 86.4% 85.4%

総事業費(執行ベース) 54 38 35

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

本事業においては、インターネット上の著作権侵害対策に関する調査・著作権侵害対策ハンドブック作成業務、権利執
行セミナー実施業務及びトレーニングセミナー実施業務については、外部事業者が請け負い、実施している。請負事業
の精算の際には、立ち入り検査を行い、使途を明確に把握した上で、支払い金額を確定している。

見直しの
余地

請負期間の終期を早めることにより支払い時期を早める。また、前年度の実施報告を踏まえ、今年度事業の効率化の
ための見直しを行う。

予
算
監
視
・
効
率

化
チ
ー

ム
の
所
見

１．事業評価の観点：この事業は、海賊版対策を図るためのハンドブックの作成やセミナーの開催等の事業を実施するものであり、
事務的経費の効率化の観点から検証する。
２．所　　　　　見：所掌する行政事務を推進するために必要な経費であるが、納税者の視点に立って、引き続き効率化に努め、予算
を縮減すべきである。
　なお、競争参加条件等のより一層の見直しを図るなど、契約の競争性、公平性、透明性を確保すべきである。

補
　
記

予算の状況のうち平成19年度分については、文化活動分野における海外との共同創作活動を通じた国際文化交流の推進を含む
額である。



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)
(単位:百万円)

文化庁
35百万円

　権利の執行推進の支援
トレーニングセミナー

の実施

【公募・請負】

A.(独)日本貿易振興
機構：4百万円

権利執行セミナーの
開催

【一般競争・請負】

B.(株)文化科学研究所
：10百万円

インターネット上の著
作権侵害対策に関す
る調査・著作権侵害
対策ハンドブックの作
成

【公募・請負】

C.(独)日本貿易振興
機構：13百万円

トレーニングセミナー
の開催

【随意契約・請負】

現地当局との調整、会
場設営業務

Ｅ.モーション・ピク
チャーズ・アソシエー
ション：5百万円

諸謝金・委員等旅費　0.1百万円
職員旅費　　　　　　　　0.2百万円
外国旅費　　　　　　　　2.6百万円
外国人招へい旅費　　1.6百万円
招へい外国人滞在費　0.5百万円
芸術祭等運営費　　　　2.2百万円

を含む

【随意契約・請負】

Ｄ.ユーロ・ジャパン・
センター：3百万円

現地ヒアリング、侵害
実態等に係る調査業
務



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ

れている者につ
いて記載する。
使途と費目の
双方で実情が
分かるように記

載）

A.（独）日本貿易振興機構 E.モーション・ピクチャーズ・アソシエーション

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

役務 会場費等 2 役務 現地当局との調整、会場設営 5

人件費 職員人件費 1

旅費 講師等旅費 1

計 4 計 5

B.（株）文化科学研究所 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

人件費 職員人件費 5

外部委託 ユーロ・ジャパン・センター等 4

その他 旅費、謝金、消耗品費等 1

計 10 計 0

C.（独）日本貿易振興機構 G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

外部委託
モーション・ピクチャーズ・アソシエー
ション（会場設営業務等）

5

人件費 職員人件費 2

旅費 講師等旅費 2

役務 会場費等 2

諸謝金 講師謝金 1

その他 一般管理費等 1

計 13 計 0

D.ユーロ・ジャパン・センター H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

調査費 海外の侵害実態、ヒアリング調査 3

計 3 計 0


	海賊版対策事業

